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【要旨】

　1964（昭和39）年に開催された東京オリンピックと同時期に整備された首都高速１号線や高度成長期以

降に集中的に整備されたインフラや公営住宅などの公共施設が、今後一斉に老朽化を迎える。また、我が国

は地震、台風、豪雨などの自然災害も多く、安全・安心な国土・地域社会の構築に向けた「国土強靱化」（ナ

ショナル・レジリエンス）の推進が急務である。他方、社会資本を利用する地域住民の数も多くの地域で減

少傾向にあり、空き家、廃校、シャッター商店街などに出くわす機会も増えてきた。このような環境のもと

で、各自治体では国の要請に基づき、「公共施設等個別施設計画」の策定や「公共施設等総合管理計画」の

改訂をすすめている。多くの自治体が厳しい財政事情の中、将来に向けて単に公共施設等の延べ床面積を縮

減することのみに意識を集中するのではなく、むしろより住みやすいまちづくりを住民の視点で再構築する

ために「公共施設等総合管理計画」を積極的に利用したいとの発想の転換ができないか、この点が、本論文

のリサーチ・クエスチョンである。会計学的アプローチに基づき、その糸口を明らかにしていく。

【キーワード】

　公共施設等総合管理計画、投資的経費の二面性、新地方公会計情報、施設管理の関連指標

　Comprehensive Management Plan of Public Facilities, Two Sides of Capital Expenditure, The New Public 

Accounting Information, Index of Connection on Facility Management

Ⅰ．はじめに

　全国自治体において、1965（昭和40）年代以降に建設された多数の施設の老朽化が進み、今後、これら

の施設の大規模改修や建替えが短期的に集中することで、公共施設等の維持管理・更新に係る多額の財政負

担が避けられない状態となった。

　国においても、2013（平成25）年11月に「インフラ長寿命化計画」が策定され、2014（平成26）年4月に

は総務大臣から全ての自治体に対し、「公共施設等総合管理計画（以下、総合管理計画）」の策定が要請され

たこと等を踏まえ、全国の自治体が同計画の策定をおこなった。財政的に厳しい環境が続く中、令和2年度

末までに「公共施設等個別施設計画（以下、個別施設計画）」の策定もおこなう自治体が多数を占めた。

　今般、長期的な視点をもって公共施設マネジメントを推進する観点から、「経済財政運営と改革の基本方

針 2019～『令和』新時代：『Society 5.0』への挑戦～」（令和元年６月２１日閣議決定）等も踏まえつつ、和
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３年度中に個別施設計画等を反映した総合管理計画の見直しを行う旨の通知が総務省から発出された。

　総合管理計画は、中長期の財政見通しに整合するように単に公共施設等の延べ床面積を縮減するための計

画であるととらえる向きもある。しかし、本来は人口減少傾向のもと、今後の地域まちづくりのビジョンを

明らかにし、予算制約のもと改訂すべきマスタープランであり、地域住民と行政が協働で策定すべきもので

ある。

　本稿では、より良き地域経営に資する公共施設の再配置を実践する上で、固定資産としての特徴と、公共

施設とその財源の関係を理解するために、複式簿記原理を確認する。さらに、官庁会計の補完情報として発

生主義に基づく新地方公会計情報による施設管理関連の各種指標（行政全体レベルと個別施設レベル）も例

示した。

　結果、公共施設管理とその財源の管理について、その全体像を住民に説明することで、住民参加型の公共

施設管理が可能となると期待できる。

Ⅱ．公共施設管理の二面性

 1 ．公共施設管理に関する国の方策

　2012（平成24）年12月2日（日）、中央自動車道（上り線）の笹子トンネル（上り線）の天井板が、138m

にわたり崩落し、9名もの尊い命が失われ多くの方々が被害に遭われた。いわゆる、笹子トンネル内事故が

発生し、インフラなどの老朽化に対する社会の関心が高まった。

　国は、社会資本の老朽化対策として、以下のような取組みを実施した。

（１）「インフラ長寿命化基本計画」（2013（平成25）年11月 インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連

絡会議）

　国民の安全・安心を確保し、中長期的な維持管理・更新等に係るトータルコストの縮減や予算の平準化を

図るとともに、維持管理・更新 に係る産業（メンテナンス産業）の競争力を確保するための方向性を示す

ものとして策定された。

（２）「経済財政運営と改革の基本方針～脱デフレ・経済再生～」（2013（平成25）年6月14 日閣議決定）

　インフラの老朽化が急速に進展する中、『新しく造ること』から『賢く使うこと』への重点化が課題であ

るとし、公的部門への民間参入を促した。

（３）「公共施設等の総合的かつ計画的な管理の推進について」（2014（平成26）年４月22 日付総財務第74 

号総務大臣通知）

　「公共施設等総合管理計画」の策定を自治体へ要請した。

（４）「統一的な基準による地方公会計の整備促進について」（2015（平成27）年1月23日付総財務第14号総

務大臣通知）

　予算・決算の補完情報として、統一的な基準による財務書類等を、原則として平成27年度から平成29年

度までの３年間で全ての自治体において作成することを促した。特に、公共施設等の老朽化対策にも活用可

能である固定資産台帳が未整備である自治体においては、早期に同台帳を整備すべきとした。

（５）「令和3年度までの公共施設等総合管理計画の見直しに当たっての留意事項について」（2021（令和3）

年1月26日付総財務第6号総務省財務調査課長通知）

　前述のとおり、公共施設マネジメントを推進する観点から、「経済財政運営と21日改革の基本方針 2019
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～『令和』新時代：『Society 5.0』への挑戦～」（令和元年６月21日閣議決定）等も踏まえつつ、令和3年度

中に個別施設計画等を反映した総合管理計画の見直しを行うことが促された。

 2 ．複式簿記原理と新地方公会計情報の意義

　我が国自治体の予算・決算制度（いわゆる、官庁会計）上、公共施設の更新の前年度において、まずは必

要な資金を査定し予算として上程し、議会での承認をえる。更新時においては、当該公共施設のために、建

設業者に発注・建設・竣工・支払が完了することで、予算執行が完了する。

　我が国の政府（制度）会計では、現金収支を議会の民主統制下におくことで予算の適正かつ確実な執行を

図ることを意図して、確実性、客観性、透明性に優れた単式簿記による（修正）現金主義が採用されている。

経済的実態（取引・事象など）の発生に着目し、当該実態の原因と結果について認識・測定した上で、帳簿

に記録し報告書を作成する複式簿記による発生主義会計を採用する民間企業の予算・決算と下記の点で異な

る。

１）自治体における官庁会計では、公共施設の更新に係る歳出を、一般行政経費と区分し、支出の効果が資

本形成に向けられ施設等の将来に便益が引継がれるものに支出される経費として「投資的経費」と称され、

経理処理（単式簿記処理）がなされる。

２）民間企業で採用されている複式簿記では、例えば、1億円の公共施設を地方債と国からの補助金を財源

として更新した場合は、下記の経理処理がなされる。

（借方）事業用資産 1億円（資産の増）　　　（貸方）地方債        5000万円（負債の増）　　　　　　

国県等補助金　5000万円（純資産の増）　　　　　　

　複式簿記のメリットとしては、ストック情報（資産・負債）の総体の一覧的把握が可能となるとともに、

固定資産台帳に建物が１棟増加した旨が記帳される。現状でも、公有財産台帳等において現物管理がなされ

ているが、固定資産台帳では金額情報もあわせて記録され、会計年度末で資産と負債を一覧表に集約した貸

借対照表を作成することで、対象科目の貸借対照表の残高と固定資産台帳の残高が一致する（検証機能）。

　また、固定資産を事業の用に供することで、毎年、物理的・機能的劣化が進む実態を、一定の仮定のもと

金額的な数値により計算し、「減価償却費」としてコストの認識が可能となる。

　以上の複式簿記原理にもとづき、2014（平成26）年に総務省主導の「今後の新地方公会計の推進に関す

る研究会」報告書を受けて、 固定資産台帳の整備と複式簿記の導入を前提とした財務書類の作成に関する「統

一的な基準」が、 2015（平成27）年に「統一的な基準による地方公会計マニュアル」が公表された。予算・

決算制度の補完情報として、いわゆる新地方公会計による財務書類（貸借対照表、行政コスト計算書、純資

産変動計算書及び資金収支計算書等）の開示が推進されている。

　以上、発生主義・複式簿記による財務書類を作成・公表することで、コスト情報（減価償却費等含む）や

ストック情報（資産、負債）が「見える化」され、首長が住民や地方議会へ説明責任をより適切に果たすと

ともに、行政の財政部による財務マネジメント（ＦＭ１）へ活用が可能となる。さらに、固定資産台帳の整

備もおこなわれるため、固定資産の情報を網羅的に把握することにより、公共施設マネジメント（ＦＭ２）

への活用も期待される。複式簿記原理を深く理解することで、各自治体職員自身が管理すべき対象物件のみ

ならず、公共施設全般への管理意識をより向上させ、地域住民の総合管理計画への参画を促すこととなる。
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表１：公共施設更新時の関係部署と管理手法

 　　（出所）筆者作成

 3 ．固定資産としての公共施設の特徴

　公共施設等の固定資産は、長期にわたり市民が利用できる（市民に公共サービス・便益をもたらす）とい

う点に特徴がある。他方、一旦固定資産を保有すると容易に廃棄しにくく、毎年、修繕費などの維持コスト

（ランニングコスト）が発生し続ける。

　したがって、固定資産としての公共施設管理でもっとも重要な局面は、更新あるいは大改修時（図１の①）

である。特に、改修時における支出のうち、資産価値（経済的便益）が増加あるいは耐用年数を延長する支

出を会計学上、資本的支出と称し、当該有形固定資産の取得原価に参入される。取得原価は、耐用年数にわ

たり一定の方法で配分される。

図１　固定資産の一巡　　（出所）筆者作成

①の更新あるいは大改修時に考慮すべき事項は、下記の通りである。

（１）財務マネジメント（ＦＭ１）の観点

　　  1－1）今後の自治体財政の持続可能性の維持

　　  1－2）長寿命化によるライフサイクルコストの低減

（２）公共施設マネジメント（ＦＭ２）の観点

　　  2－1）改修施設の老朽化の進捗度合（安心度）

　　  2－2）将来の利用者ニーズとの整合性（利用度・快適性）

　　  2－3）重複施設の統廃合（公民連携・公々連携含む）

　以上、１年を単位として毎年度歳入歳出予算を編成し、議決する予算単年度主義と、現金主義に慣れ親し

んだ行政職員の多くは、単年度の現金取引の手続を、特に法令等遵守の観点に特化して管理する傾向にあり、
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そもそも中長期の視点からの財務マネジメントや公共施設マネジメントの意識が弱いのではないか、といわ

れる。

　したがって、複式簿記・発生主義会計の意義を十分に理解することで、短期の視点ではなく中長期の視点

からの公共施設の管理が可能となる。現金主義による決算統計データととも、固定資産台帳から得られるス

トック情報や発生主義に基づくコスト情報など、現金主義では見えにくい情報も用いて分析を行い、当該分

析の結果を用いて予算編成や資産管理、行政評価等を実施するなど、自治体の行財政運営プロセスに組み込

んでいくことが必要である。

Ⅲ．洲本市の事例：公共施設等総合管理計画の改訂を中心として

 1 ．前提としての中期財政見通し

　淡路島の中央部に位置する兵庫県洲本市は、総面積182.38㎡、人口約4万3000人（2020年1月1日、住民基

本台帳）の自治体である。筆者は、洲本市公共施設等再編整備検討委員会委員長として、2019（令和元）

年10月1日開催の第１回から2022（令和４）年１月26日開催の第10回まで開催された当委員会において、洲

本市「公共施設等個別施設計画」と「公共施設等総合管理計画」の見直しの検討に従事した（委員は、学識

経験者4名、連合町内会会長、老人クラブ連合会会長、市民生委員児童委員連合会会長、PTA連合会会長、

商工会議所女性会会長、商工会青年部長、さらには公募市民2名の計12名）。

　その際に、いかに住民の理解をえながら、中長期の洲本市の身の丈に合った総合管理計画改訂案を策定し

たかについて、以下、概観していく。

　まず、洲本市も図２のとおり、人口減少は避けがたく、その結果人口減少に伴う市税などの減少や令和３

年度には合併から15年を経過するため、合併算定替えの終了に伴う地方交付税の減少など、厳しい財政状況

が予想されている。

図２　洲本市　将来人口（戦略人口）の推移　（出所）洲本市（2018）「新洲本市総合計画（概要版）」3頁。

　「Ⅱ１．公共施設管理に関する国の方策」にしたがい、洲本市は「総合計画（平成30～令和9年の10年間）」

および「総合戦略（平成27～令和元年、令和2～ 4年）」を基盤としつつ、「財政運営方針（平成20～ 29年、

30～令和2年、令和3～ 12年）」、「都市計画マスタープラン」、「第２次行政改革実施方策（令和3～ 7年）」
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などとの整合性をもった「公共施設等総合管理計画（平成28～ 32年、令和3年から改訂版）」と「公共施設

等個別施設計画（令和3～ 12年）」を策定した。

図３：洲本市公共施設等総合管理計画（改訂）とその他計画　（出所）第10回 洲本市公共施設等再編整備

検討委員会　資料３から抜粋　（2022年1月26日）

　特に、「財政運営方針」を着実に実施するために、策定された「第2次行政改革実施方策」において、財政

健全化に向けた下記の三つの財政運営上の目標を設定した。

１）持続可能な財政運営１）

①　実質赤字比率・連結実質赤字比率を発生させない。

②　実質公債費比率：15％以内

③　将来負担比率：80％以内

④　経常収支比率：95％以内

２）計画的な基金の確保

財政調整基金残高を標準財政規模の10％程度

３）効率的な行政運営

一般行政経費を5年間で15％削減

（１）財政収支見通し（一般財源ベース）（１）

　まず、一般財源ベースでの予算制約としての中期財政見通し（令和3～ 12年）を、耐用年数到来時に単

純に更新し収支不足対策を実施しない場合は、令和9年度には財政調整基金が枯渇し、予算編成が困難とな

ることが明らかとなった。
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図４：財政収支見通し（一般財源ベース）：単純更新　（出所）洲本市（2021）「第2次行政改革実施方策（案）」

（令和3～ 7年度）3頁。

（２）財政収支見通し（一般財源ベース）（２）

　他方、「個別施設計画」と「サマーレビュー 2020」の主要項目の着実な実施と、予算編成時の3％シーリ

ングの継続を前提に財政収支を見通せば、上記の三つの財政運営上の目標を達成することができる。
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図５：財政収支見通し（一般財源ベース）：個別施設計画、サマーレビュ 2020主要項目、事業シーリングに

基づく行革反映

 2 ．洲本市公共施設の現状

　公共施設等を246施設、617棟保有、延床面積の合計は29万313㎡、減価償却率54.6％である。公共施設の

延床面積の内訳を見ると、学校教育系施設が9万375㎡（31％）と最も多く、次いで市営住宅が5万971㎡（18％）、

スポーツ・レクリエーション系施 設が3万9862㎡（14％）となっている（総合管理計画16頁参照）。
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図６：公共施設の延床面積の内訳　（出所）「第10回 洲本市公共施設等再編整備検討委員会　資料３」から

抜粋

図７：建築年数と延床面積　（出所）「第10回 洲本市公共施設等再編整備検討委員会　資料３」から抜粋

　建築年別の延床面積を見てみると、1995（平成7）年頃までは、学校施設の建設が、1996（平成8）年以

降は、市営住宅やスポーツ・レクリエーション系施設の建設が目立ち、面積的にも大きくなっている。

　2019（令和元）年度公共施設状況調のデータ（総務省調査）を用いた、市民一人当たり保有面積では、

洲本市は 6.4 ㎡で、県内各市の平均値 5.0 ㎡を上回り、県内では６番目に多い。全体の傾向として、平成の

市町村合併を実施した概ね人口５万人未満の団体は、平均値より数値が高い傾向にある。
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図８：兵庫県内　一人当たり保有面積　トップ12　（出所）「洲本市公共施設等総合管理計画（案）」

（令和4年改訂）20頁。

 3 ．公共施設等総合管理計画の方針

　改訂「総合管理計画」（47頁）において、全体方針と公共施設に関する個別方針が下記のとおり定められ

ている。

（１）全体方針

１．安全・安心な生活のために、公共施設とインフラ資産を適正に維持管理する。

２．市民の暮らしを守る施設サービスを維持し、利便性を高める。 

３．人口やその構造変化に対応した適正規模の施設数とする。 

４．財政負担を軽減・平準化し、健全な財政を維持する。 

５．ＰＰＰ、ＰＦＩ、指定管理者制度、業務委託、自治体間連携等の活用を図る

（２）公共施設に関する個別方針

１．新規施設の建設を抑制し、ソフト面の充実、既存施設の有効活用を図る。 

２．施設数、延床面積を 30 年間で20％以上削減する（対2016（平成28）年度末比）。 

３．施設管理の適正化と既存施設の有効活用を図る。 
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４．機能が重複する施設については、統廃合を進める。 

５．施設の複合化、集約化、転用を進める。 

６．複合災害・新たな感染症に備える。 

７．複数の施設を特徴のあるゾーニングエリアとして有効性を高める。 

８．施設の特性に応じ収益の確保を図る。

　特筆すべき点の一つ目として、全体方針４に基づき、事後保全型維持管理・更新よりも、予防保全に努め

ることのメリットを具体的に試算している点にある（改訂「総合管理計画」31頁から42頁参照）。すなわち、

今後30年間の公共施設・インフラ資産の事後保全型維持管理・更新等経費の総額は約1639億円（年平均約

55億円）と予想されるが、予防保全型維持管理・更新等経費（個別施設計画の実施を含む）の総額は約889

億円（年平均約30億円）と見込まれている。結果、予防保全に努めることにより、約750億円（年平均約25

億円）の経費を縮減できると試算されている。

図９：中長期の維持管理・更新の経費比較　（出所）第10回 洲本市公共施設等再編整備検討委員会

資料３から抜粋（2022年1月26日）

　二つ目としては、個別方針における１、５、７について、地域住民あるいは利用者の視点から公共施設の

見直しを促しており、ハコモノを利用した公共サービス提供において、単に行政サイドからコスト削減のみ

の視点で当総合管理計画が策定されるものではない旨を強調している点が特徴的である。筆者を含む当検討

委員会委員が主な施設の視察と討議を行い、総合管理計画（改訂案）をパブリックコメントに付し、広報誌

（広報すもと11月、9頁）掲載し、住民の意見をできるだけ反映した。なお、各公共施設の利用状況・経費

評価、建物性能評価といった現状の詳細な定量情報については、別途、「施設カルテ」を市が作成しているが、

詳細な内容は紙面の都合上、省略する。

Ⅳ．公共施設再配置の関連指標（ＫＰＩ）

　前章までで、複式簿記原理をベースに、公共施設の再配置の意義と中長期の視点からの公共施設管理の必

要性を明らかにするとともに、洲本市の事例に関して公共施設等総合管理計画の改訂のポイントを確認した。

最後に、行政全体レベル（マクロレベル）の公共施設再配置の関連指標と、個別施設レベル（ミクロレベル）

の公共施設再配置の関連指標を、新地方公会計情報も交えて整理し、住民にも公共施設再配置の実態をわか

りやすく説明できる情報を提供する。（以下、※印のＫＰＩは、新地方公会計情報をソースデータとして算
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出される。）

 1 ．行政全体レベル（ＦＭ１）

（１）財政の持続可能性と財政基盤の適正化

Ａ：将来負担比率

　財政健全化法に定められた指標の１つで、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対

する比率である。

将来負担額 ―（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に
係る基準財政需要額算入見込額）

×100
標準財政規模 ―（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

Ｂ：経常収支比率

　財政構造の弾力性を表す指標で、この比率が低いほど財政運営に弾力性があり政策に使える資金に余裕が

ある。

　　経営経費充当一般財源等／経常一般財源等総額×100

Ｃ：基金残高

　自由に使える財政調整基金残高で、主に標準財政規模の一定割合（5％～ 20％）を必要な時のために保有

する。

表２：財政の持続可能性

（出所）筆者作成

（２）資産規模の適正性（ＦＭ２）

Ｄ：歳入額対資産比率

　これまでに形成されたストックとしての資産が、歳入の何年分に相当するかを表す。

　　資産合計÷歳入総額
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Ｄ' 住民一人当たり固定資産残高

　資産額を住民基本台帳人口で除して、住民一人当たり資産額とする。

　　資産合計÷住民基本台帳人口

表３：資産規模の適正性

（出所）筆者作成

（３）世代間負担の公平性

Ｅ：社会資本等形成の世代間負担比率

　有形固定資産などの社会資本等に対し、将来の償還等が必要な負債による調達割合を算定することにより、

社会資本等形成に係る将来世代の負担の程度を把握することができる。

地方債残高
×100

公共資産（有形・無形固定資産合計）

表４：世代間負担の公平性

（出所）筆者作成

 2 ．個別施設レベル（ミクロレベル）（ＦＭ２）

（１）安全性

Ｆ：有形固定資産減価償却率

　耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握することができる。

減価償却累計額

有形固定資産簿価 ― 土地 ＋ 減価償却累計額
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（２）利用者ニーズ

Ｇ：利用度合

　　施設利用の場合：コマ単位利用率、蔵書回転率など

（３）効率性

Ｈ：単位当たり原価

　総原価／利用者数、利用コマ数などで、行政サービス提供の効率性を示す。

　　総原価／利用者数、利用コマ数など

表５：安全性・利便性・効率性

（出所）筆者作成

Ⅴ．むすび

　本論文は、今年度多くの自治体で実施されている「公共施設等総合管理計画」の改訂に際し、行政内部で

の部局間での認識ギャップ、行政と住民間での認識ギャップを少なからず筆者が感じた経験をもとに、会計

学的アプローチをベースに公共施設の施設管理と財務管理の二面性の理解の整理に重点をおいた。公共施設

等総合管理計画や各種公会計情報などマネジメントツールがかなり充実してきた一方で、その内容や意義を

自治体職員や住民が十分に理解できていない現状もある。この現状を打破するためには、単にパブコメで住

民の情報を収集するのみでは課題解決ができない。研修等をつうじた教育や、「見える化」された情報をも

とに、遠隔手法なども利用したグループワークなどで熟議を積み重ねることが肝要といえる。今後も、わが

まちの公共施設の再配置について、住民視点から検討され、シビックプライドがますます醸成されることを

望む。

【注】

1）財政分析の各指標の意義は以下の通りである（上位の四指標は、財政健全化法に定められた指標である）。

以下の総務省HPを参照。

　https://www.soumu.go.jp/iken/zaisei/jyoukyou_shiryou/h22/setumei.html#yougo）
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● 実質赤字比率：当該自治体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比較。福祉、

教育、まちづくり等を行う自治体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示

す指標。

● 連結実質赤字比率：公営企業会計を含む当該自治体の全会計を対象とした実質赤字額及び資金の不足額

の標準財政規模に対する比率。全ての会計の赤字を黒字と合算して、自治体全体としての赤字の程度を

示す指標。

● 実質公債費比率：当該自治等の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を基

本とした額に対する比率。借入金（地方債）の返還額及びこれに準じる額の大きさを指標化し資金繰り

の程度を示す指標。

「将来負担比率」、「経常収支比率」の意義については、｣ Ⅳ１（１）を参照のこと。
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